
「女性活躍加速のための重点方針2016」該当箇所

大項目

中項目

小項目

細項目

該当施策名
（事業名）

当該施策の背景・
目的

28年度当初予算： 千円
28年度一次補正予算： 千円
28年度二次補正予算： 千円

29年度要求予算： 千円

○

該当施策概要

担当府省庁

通し番号  124 

機構定員要求

（参考）
平成28年3月から子育てワンストップタスクフォースにて検討

（参考）
マイナンバー制度を活用した子育て関連のサービスのワンストップ化をタスクフォース等
で検討を行い、関係府省庁と連携し、地方公共団体の情報提供ネットワークシステムの
運用が開始される平成29年7月以降、速やかに実現。

１．子育て基盤等の整備

（当室からの予算要求はなし）　　参考：「子育てワンストップサービス」の検討

（参考）
我が国で進む超少子高齢社会の諸課題の解決のため、特に、「一億総活躍」、「女性活躍
推進」等の実現のための具体的な取組として、マイナンバー制度等を活用した子育て行
政サービスの変革を検討。妊娠、出産、育児等に係る、国民の子育ての負担軽減を図る
ため、地方公共団体における子育て関連の申請等手続について、マイナンバーカードを
用いてオンラインで一括して手続き行うことができるよう検討。

Ⅲ　女性活躍のための基盤整備

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

内閣官房

ＩＴ総合戦略室

その他（具体的に）

③　国民の子育ての負担軽減を図るため、地方公共団体における妊娠、出産、育児等に
係る申請手続などの子育て関連の申請等手続について、その手続を希望する者が、必要
書類をそろえて地方公共団体の窓口へ赴くことや書類の郵送をすることなく、マイナン
バーカードを用いてオンラインで一括して手続が行えるよう、マイナンバー制度を活用した
サービスのワンストップ化について検討を行い、地方の情報提供ネットワークシステムの
運用開始（平成29年７月）以降、速やかに実現する。その際、子供の健診や予防接種等
のタイミングに合わせて個別に通知を送る仕組み等についても併せて検討する。

（２）家事・子育て・介護支援の充実
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マ
イナ
ポ
ー
タル
、情

報
提
供
ネ
ット
ワー
クに
よる
一
部
添
付
書
類
の
削

減
や
電
子
化
（
課
題
①
へ
の
対
応
）


申
請
の
オ
ンラ
イン
化
や
プッ
シ
ュ型

通
知
の
活
用
に
よる
自
治
体
業
務
の

効
率
化
（
課
題
②
、③

へ
の
対
応
）


プ
ッシ
ュ型

通
知
を
活
用
し、
国
民
ひ
とり
ひ
とり
が
必
要
とす
る
情
報
を必

要
な
タイ
ミン
グ
で
提
供
す
る
仕
組
み
を
実
現
（
課
題
④
へ
の
対
応
）


オ
ンラ
イン
申
請
実
現
に
向
け
た
様
式
の
整
理
や
共
通
フォ
ー
マ
ット
の
整

備
（
課
題
⑤
へ
の
対
応
）

…
等

子
育
て
ワ
ン
ス
ト
ップ
検
討

TF
で
検
討
（
本
年

2月
～
）

①
所
得
、年

金
、保

険
等
の
証
明
等
、申

請
書
類
に

添
付
す
る
書
類
が
多
い
。

②
自
治
体
内
で
手
続
毎
に
窓
口
（
係
）
が
別
々
で
あ

り、
業
務
が
煩
雑
化
して
い
る
ケ
ー
ス
が
あ
る
。

③
自
治
体
内
シ
ス
テ
ム
へ
の
手
入
力
の
手
間
や
、郵

送
に
よ
る
コス
ト等

、書
面
で
の
や
り取

りに
伴
う負

荷
が

大
き
い
。

④
ライ
フイ
ベ
ント
に
応
じて
、国

民
が
必
要
とす
る
情
報

や
行
政
サ
ー
ビス
は
異
な
る
た
め
、よ
り柔

軟
か
つ
効

率
的
な
情
報
発
信
が
求
め
られ
る
。

⑤
自
治
体
毎
に
申
請
様
式
や
業
務
フロ
ー
が
異
な
る
た

め
、効

率
的
な
情
報
連
携
や
シ
ス
テ
ム
化
が
困
難
。

…
等

子
育
て
に
係
る
手
続
の
主
な
課
題

マ イ ナ ン バ ー 制 度 を 活 用

子
育
て
分
野
の
うち
、オ
ンラ
イン
化
の
ニー
ズ
が
高
い
と考

え
られ
る
「児
童

手
当
」、
「保
育
」、
「母
子
保
健
」、
「ひ
とり
親
支
援
」等
を
対
象
に
、国

（
関
係
省
庁
）
、自

治
体
、利

用
者
（
有
識
者
）
で
課
題
を共

有
す
る

とと
も
に
、I

T/
BP

Rを
含
め
た
解
決
策
を具

体
的
に
検
討
。

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
の
活
用
（
子
育
て
ワ
ン
ス
ト
ップ
）

■
世
界
最
先
端

IT
国
家
創
造
宣
言
（
平
成

28
年

5月
20
日
改
定
）
抜
粋

妊
娠
、出

産
、育

児
等
に
係
る
、国

民
の
子
育
て
の
負
担
軽
減
を図

る
た
め
、地

方
公
共
団
体
に
お
け
る
子
育
て
関
連
の
申
請
等
手
続
に
つ
い
て
、マ
イ

ナ
ンバ
ー
カー
ドを
用
い
て
オ
ンラ
イン
で
一
括
して
手
続
が
行
うこ
とが
で
きる
よう
、マ
イナ
ンバ
ー
制
度
を活

用
した
子
育
て
関
連
の
サ
ー
ビス
の
ワン
ス
トッ
プ化

の
検
討
を
行
い
、地

方
公
共
団
体
の
情
報
提
供
ネ
ット
ワ
ー
クシ
ス
テ
ム
の
運
用
が
開
始
され
る
平
成

29
年
７
月
以
降
、速

や
か
に
実
現
。

「児
童
手
当
」、
「保
育
」、
「母
子
保
健
」、
「ひ
とり
親
支
援
」等

に
つ
い
て
、申

請
の
オ
ンラ
イン
化
が
可
能
な
手
続
で
あ
る
か
を

TF
に
て
検

討
し、
対
応
時
期
を含

め
て
平
成

28
年

8月
末
を目

途
に
とり
まと
め
。

⇒
平
成

29
年

7月
以
降
、オ
ンラ
イン
化
可
能
な
手
続
か
ら順

次
、子

育
て
ワ
ンス
トッ
プ
サ
ー
ビス
を
開
始
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マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル

サ
ー
ビ
ス
検
索
・

電
子
申
請
機
能

(仮
称

)

既
存
の

電
子
申
請
サ
ー
ビ
ス

既
存
の

外
部
サ
ー
ビ
ス

（
予
防
接
種
な
ど
）

お
知
ら
せ
表
示

国
民
等

利
用
者

PC

ス
マ
ホ
・
タ
ブ
レ
ッ
ト

な
ど

民
間
送
達
サ
ー
ビ
ス

情
報
提
供

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

地
方
公
共
団
体

自
己
情
報
表
示

情
報
提
供
等

記
録
表
示

複
数

の
接

続
方

式
を
提

供

マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル

及
び
情
報
提
供

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム
に
お
い
て
は

、
個

人
情

報
保
護
の
観
点
か
ら
、
盗
聴
／
な
り
す
ま
し
／
不
正
ア
ク
セ
ス
等

へ
の

様
々
な
対
策

が
徹
底
さ
れ
ま
す
。

LG
W

A
N
を
利

用
す
る
方
式
や
、

専
用

線
を
用

い
る
方
式
等
を
想
定

マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル

は
、
平
成

29
年

7月
時
点
で

は
PC

向
け
サ
ー
ビ
ス
と
し
て
提
供
予
定
。

（
サ

イ
ト
の

閲
覧
や
サ
ー
ビ
ス
検
索
機
能
に
つ

い
て
は

、
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
か
ら
も
利
用
可
。
）

そ
の

後
、
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
や
タ
ブ
レ
ッ
ト
等
に

お
い
て
も
す
べ
て
の
機
能
が
利
用
可
能
と
な

る
よ
う
、
順
次
検
討
・
整
備

を
進
め
ま
す
。

子
育
て
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
サ
ー
ビ
ス
の
全
体
イ
メ
ー
ジ
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「女性活躍加速のための重点方針2016」該当箇所

大項目

中項目

小項目

細項目

該当施策名
（事業名）

当該施策の背景・
目的

○

28年度当初予算： 350,000 千円 の内数
28年度一次補正予算： - 千円
28年度二次補正予算： 740,000 千円

29年度要求予算： - 千円

該当施策概要

通し番号  125 

Ⅲ　女性活躍のための基盤整備

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

③　国民の子育ての負担軽減を図るため、地方公共団体における妊娠、出産、育児等に
係る申請手続などの子育て関連の申請等手続について、その手続を希望する者が、必要
書類をそろえて地方公共団体の窓口へ赴くことや書類の郵送をすることなく、マイナン
バーカードを用いてオンラインで一括して手続が行えるよう、マイナンバー制度を活用した
サービスのワンストップ化について検討を行い、地方の情報提供ネットワークシステムの
運用開始（平成29年７月）以降、速やかに実現する。その際、子供の健診や予防接種等
のタイミングに合わせて個別に通知を送る仕組み等についても併せて検討する。

（２）家事・子育て・介護支援の充実

１．子育て基盤等の整備

公的個人認証サービス利活用推進事業

「日本再興戦略2016」に基づき、平成29年7月からのマイナポータルの本格運用開始に向
けて、子育て関連の申請に関するワンストップサービスを速やかに実現する必要がある。

機構定員要求

　平成29年７月に本格稼働開始予定のマイナポータルと連携した子育て支援ワンストップ
サービスを着実かつ速やかに提供し、子育て世代の暮らしを支える環境整備等を通じて
一億総活躍社会の実現を加速する。
  具体的には、マイナンバーカード１枚で保育所利用申請手続が完了するためのセキュア
な認証連携や企業・自治体の生産性向上のための電子私書箱機能（雇用証明データの
自治体ごとのフォーマットへの変換機能及び属性認証機能等）のあり方等に係る技術面・
運用面の検証を実施。

総務省

情報通信国際戦略局情報通信政策課

その他（具体的に）

担当府省庁
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○
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
１
枚
で
保
育
所
利
用
申
請
手
続
が
完
了
す
る
た
め
の
セ
キ
ュ
ア
な
認
証
連
携
や
企
業
・
自
治
体
の
生
産
性
向
上
の

た
め
の
電
子
私
書
箱
機
能
（
雇
用
証
明
デ
ー
タ
の
自
治
体
ご
と
の
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト
へ
の
変
換
機
能
及
び
属
性
認
証
機
能
等
）
の
あ
り
方
等
に

係
る
技

術
面

・
運

用
面

の
検

証
を
行

う
。

公
的
個
人
認
証
サ
ー
ビ
ス
利
活
用
推
進
事
業

（
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
と
連
携
し
た
子
育
て
支
援
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
サ
ー
ビ
ス
の
実
現
）

【
概

要
】

○
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
を
用
い
た
保
育
所
利
用
申
請
手
続
の
実
現
に
向
け
、

取
り
組
む
べ
き
課
題
の
検
討
等
を
実
施
。

a

公
的
個
人
認
証
サ
ー
ビ
ス
利
活
用
推
進
事
業

平
成
2
7
年
度

５
．
０
億
円

平
成
2
8
年
度

３
．
５
億
円

○
平
成
2
9
年
7
月
に
本
格
稼
働
開
始
予
定
の
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
と
連
携
し
た
子

育
て
支
援
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
を
着
実
に
提
供
し
、
子
育
て
世
代
の
負
担
軽
減
と

企
業
・
自
治
体
の
生
産
性
向
上
を
図
る
。

【
こ
れ
ま
で
の
取
組
・
現
状
】

【
目
標
・
成
果
イ
メ
ー
ジ
】

共
通

認
証

基
盤

公
的
個
⼈
認
証
サ
ー
ビス

利
⽤
者

自
治

体
用

私
書

箱

企
業

用
私

書
箱

利
用

者
用

私
書

箱

①
⼊
所
申
請
書
・

②
雇
⽤
証
明
書
の
送
付

署
署

①
雇
⽤
証
明
作
成
依
頼

勤
務
先
企
業

法
⼈
代
表
者

権
限
委
任

職
員

署

マ
イナ
ンバ
ー
カー
ド

マ
イナ
ンバ
ー
カー
ド

⾃
治
体
A

マ
イナ
ンバ
ー
カー
ド

マ
イナ
ンバ
ー
カー
ドで

⾃
宅
で
１
回
申
請

（
押
印
決
裁
等
負
担
軽
減
）

（
窓
⼝
集
中
、輸

送
負
荷
軽
減
）

電
子
私
書
箱

署

結
果
通
知

雇
⽤
証
明
書
送
付

①
⼊
所
申
請
書

②
雇
⽤
証
明
書

申
請
書 署

マ イ ナ ポ ー タ ル

属
性
認
証
機
能

法
⼈
番
号

法
⼈
代
表
者
の
証
明
書

担
当
者
の
証
明
書

権
限
情
報

デ
ー
タ
フォ
ー
マ
ット
変
換
機
能

⾃
治
体
B

マ
イナ
ンバ
ー
カー
ド

⾃
治
体
C

マ
イナ
ンバ
ー
カー
ド

有
効
性
確
認
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